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事実の概要

　フィットネスプログラム「Ritmix」を中国、台
湾地域で運営する株式会社Ｘ（原告・被控訴人）
の代表者と、フィットネス関係の衣料品を製造・
販売する株式会社Ｙ（被告・控訴人）の代表者は、
平成 26 年 12 月以降、フィットネスウェアを共
同して製造・販売する等の協議を行った。Ｙは、
同地域を担当する Ritmix のマスタートレーナー
であるとともにＸの代表者の配偶者でもあるＰ１
の写真撮影を行うなどして、Ｙのウェアを着用し
たＰ１の画像をホームページ等に掲載した。また、
平成 27 年 2 月、アルゼンチンにおいて、Ｐ１等
が出演した Ritmix の DVD 撮影が行われたが、そ
の際に出演者が着用するウェアとして、ＹがＸと
協議して新たに製作したＴシャツ及びＹの既製品
であるズボンが採用された。その後、ＹはＸに対
し、同年 3月 25 日付け「御通知」と題する書面
を送付し、Ｘとの協議及び取引を終了し、すべて
の契約締結を見送る旨を伝えた。Ｙは、その後も、
Ｙのウェアを着用したＰ１の画像をホームページ
等に掲載した。
　ＸはＹに対して、Ｘが Ritmix のマスタートレー
ナーのパブリシティ権について、独占的な利用許
諾を受けるなどしているところ、ＹがＸとの取引
終了後も上記トレーナーの画像をホームページ等
に掲載したことにより、上記パブリシティ権を侵
害し、Ｘに固有の損害を被らせたとして、不法行
為に基づく損害賠償を請求した。大阪地方裁判所

はこれを認容したため、Ｙが控訴。大阪高等裁判
所は、以下の通り判示して、Ｙの控訴を棄却した。

判決の要旨

　「パブリシティ権は、人格権に由来する権利の
一内容を構成するもので、一身に専属し、譲渡や
相続の対象とならない。しかし、その内容自体に
着目すれば、肖像等の商業的価値を抽出、純化さ
せ、名誉権、肖像権、プライバシー等の人格権な
いし人格的利益とは切り離されているのであっ
て、パブリシティ権の利用許諾契約は不合理なも
のであるとはいえず、公序良俗違反となるもので
はない。そして、パブリシティ権の独占的利用許
諾を受けた者が現実に市場を独占しているような
場合に、第三者が無断で肖像等を利用するときは、
同許諾を受けた者は、その分損害を被ることにな
るから、少なくとも警告等をしてもなお、当該第
三者が利用を継続するような場合には、債権侵害
としての故意が認められ、同許諾を受けた者との
関係でも不法行為が成立するというべきである。」
　「これを本件についてみるに、Ｐ１は、中国、
台湾地域のマスタートレーナーとして認定され、
台湾のテレビ番組にも出演し、平成 28 年 9月 25
日に台湾で催された Ritmix のイベントでは、数
百人と推測される参加者が集まっているところ、
同イベントの写真入りパンフレットで2名のマス
タートレーナーのうちの 1名として紹介された。
　また、控訴人がＰ１の画像を掲載したのは、楽
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天市場等の日本人向けの販売サイトであるが、(1)
フィットネスウェアを専門に取り扱う控訴人が契
約する約 50 人のライダーのうち、Ritmix 関係の
ライダーは 10 人おり、Ritmix 関係は控訴人の事
業上一定の比重を占めていたとうかがわれ、こ
のことから、日本でも相応の Ritmix 愛好家が存
在するとうかがわれること、(2) 控訴人でインス
トラクターをしているＰ２は、Ritmix のマスター
トレーナーとしてのＰ１のことを知っていたこ
と、(3) 被控訴人が開催した NAS のイベントで
も、Ｐ１は、イベントに参加したファンから相応
の商品購入希望を得ていること、(4) 控訴人の商
品が販売されている Become という通販サイトで
も、広告として、『RITMIX・リトモスのMTＰ１
先生と台湾イントラも 2015 年 1 月に大阪でイベ
ントレッスンを行ってくれました。』と記載され、
Ｐ１の存在が広告効果を有することが前提とされ
ていることからすると、マスタートレーナーとし
てのＰ１の肖像等は、日本の Ritmix 愛好家の間
でも一定の顧客吸引力を有していたと認められ
る。
　以上によれば、Ｐ１は、自己の肖像等の顧客吸
引力を排他的に利用するパブリシティ権を有して
いると認めるのが相当である。」

判例の解説

　一　はじめに
　本件は、ＹがＸとの取引終了後も、フィット
ネスプログラム「Ritmix」のマスタートレーナー
Ｐ１の画像をＹのホームページに掲載した行為が
Ｐ１のパブリシティ権の侵害となるかが争われた
ものである。これまでのパブリシティ権の侵害訴
訟における原告のほとんどは、俳優、歌手、プロ・
スポーツ選手等の著名人であったため、本件のよ
うに必ずしも著名人とはいえない自然人のパブリ
シティ権が問題となった事例は稀である。本件で
は他の争点が存在するが、本稿ではパブリシティ
権の主体は誰かという争点に絞って解説する。

　二　検討
　１　学説の状況
　まず、パブリシティ権の主体を俳優、歌手等の

芸能人、演奏家、プロ・スポーツ選手等の著名人
に限るとする見解がある１）。その理由として、「そ
の対象をアメリカにおいて用いられる有名人とい
う表現で限定することは、有名人の概念があいま
いで、明確性を欠く点で適切でない」ことを挙げ
る２）。しかし、この説に対しては、「誰が著名人
としての地位に到達し、誰がそうでないか区別す
るのは困難である」３）、「人格的利益を中核とする
権利である以上、利用された肖像等が芸能人や著
名人のものであることは権利侵害の要件となるこ
とはない」４）といった批判がなされている。
　次にパブリシティ権の主体を著名人に限るとす
るが、著名人を非芸能人と芸能人に区分し、救済
の範囲を異にするという見解がある５）。この説に
よると、非芸能人は弱い顧客吸引力しか保有して
いないため、救済は商業的無断利用に限られる。
そして、後述する土井晩翠事件における「街路や
バス停に物故著名人の名を遺族の許可なく冠す
る」といった非典型的な利用については、保護の
対象外とする。一方、芸能人は強い顧客吸引力を
保有しているため、商業的無断利用だけでなく、
前述のような非典型的な利用についても、権利侵
害が成立するという。
　最後に、パブリシティ権の主体を芸能人や著名
人に限らず、広く自然人に認めるという見解があ
る６）。その理由として、「人は一般に無断でその
肖像等を商品等の広告に利用されたり、商品化さ
れることに対して、精神的な憤りを覚えるとおも
われるところ、それは法的な救済に値する」こと
を挙げる７）。非芸能人や非著名人の氏名や肖像に
顧客吸引力があるのかという批判がありうるが、
本件のように一般には知られていないが、一部の
愛好家の間では有名人であるという事例もある。
なお、パブリシティ権の発祥地であるアメリカに
おいては、権利主体を広く自然人にも認める州が
多い８）。

　２　裁判例
　前述したように、非芸能人や非プロ・スポーツ
選手のパブリシティ権が問題となった裁判例はか
なり少ない。著名な詩人である土井晩翠の相続人
が、「晩翠」「晩翠草堂」「晩翠通」「晩翠草堂前」
の表示のある標識等を設置した仙台市に対して、
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その相続人または晩翠のパブリシティの権利を侵
害するとして、侵害行為の差止め及び損害賠償請
求をした事案における裁判例では、「詩人は、一
般に詩作や外国の文学作品を翻訳するといった創
作的活動に従事し、その結果生み出された芸術作
品について、社会的評価や名声を得、また印税等
として収入を得る反面、氏名や肖像の持つ顧客吸
引力そのものをコントロールすることによって経
済的利益を得ることを目的に活動するものではな
く、また、その氏名や肖像が直ちに顧客吸引力を
有するわけではない」として、パブリシティ権の
主体として保護を受けることができないとした
（横浜地判平 4・6・4 判時 1434 号 116 頁［土井晩翠
事件］）。
　この判決は、顧客吸引力を利用して活動してい
るかをパブリシティ権の主体のメルクマールとし
て判断しているが、芸能人やプロ・スポーツ選手
はその活躍の結果として顧客吸引力が備わるので
あり、彼らは顧客吸引力を利用して経済的利益を
得ること自体を目的に活動しているわけではな
い。オリンピックやワールドカップで活躍したス
ポーツ選手が多くの企業からコマーシャルの出演
依頼が殺到するのは、彼の素晴らしい成績が顧客
吸引力をもたらしたからである。この判断基準を
使うと、スポーツ選手をはじめとして、多くの有
名人がパブリシティ権の保護を受けることができ
なくなるため、活動目的をパブリシティ権の主体
の判断基準とするのは妥当ではないだろう９）。
　次に、一般人の肖像権・氏名権が問題となった
裁判例を見てみよう。被告から家庭用サウナ一式
を購入した一般人である原告が、被告から顔写真
を新聞一社の新聞に 1回に限り、他の多数の購
入者と一緒に並べて小さく載せたいとして使用を
要請されたので、これを承諾したところ、顔写真
が合計 12 回実名入りで掲載され、そのうち 5回
は単独でかつ縦 10 センチ、横 8.5 センチの大き
さで使用された上に、原告が述べたことのない感
想が無断で載せられていたため、被告の行為は合
意の範囲を著しく超えた債務不履行または原告の
肖像権・氏名権を侵害する不法行為が成立すると
して、損害賠償を請求した事案における裁判例が
ある。
　東京地方裁判所は、「人がその意思に反して氏

名を使用されず、また肖像を他人の目にさらされ
ずにいられる自由は、法的保護に値する利益であ
る」として、被告の不法行為を認め、損害賠償の
支払いを命じた（東京地判平元・8・29判時 1338 号
119 頁［サウナ風呂広告事件］）。この事件は、原告
の氏名・肖像を広告に利用しているため、パブリ
シティ権侵害事件ということができるだろう 10）。
本件では、原告は被告が顔写真を新聞に掲載する
ことの承諾をしたため、パブリシティ権侵害には
ならないという見解もありうる。しかしながら、
被告の使用方法は合意の範囲を著しく超えていた
ため、原告が精神的な憤りを覚えたという主張に
は合理性がある。

　３　本判決の分析
　本件では、Ritmix のマスタートレーナーである
Ｐ１がパブリシティ権の主体として保護を受ける
ことができるかが最大の争点となった。判決は、
「マスタートレーナーとしてのＰ１の肖像等は、
日本の Ritmix 愛好家の間でも一定の顧客吸引力
を有していたと認められる」として、Ｙのウェア
を着用したＰ１の画像をホームページ等に掲載し
た行為は、パブリシティ権の侵害が成立すると判
示した。いうまでもなく、フィットネスプログラ
ムのマスタートレーナーは顧客吸引力を利用して
活動しているわけではない。したがって、本判決
は土井晩翠事件の判決のような厳格な基準を採用
しなかったといえるだろう。
　この判決は、パブリシティ権の主体を芸能人や
著名人に限らず、顧客吸引力を有する自然人にも
広く認めるというアプローチを採用したといえよ
う。なぜなら、判決は (1)Ritmix の愛好家の存在、
(2) インストラクター間におけるＰ１の知名度、(3)
ファン間におけるＰ１の知名度、(4) 広告効果の
存在を理由に、Ｐ１に顧客吸引力があると認定し
ているからである。裁判所は、ある分野において
一定の愛好家やファンが存在し、その中で広告効
果を発揮するくらいの知名度がある自然人であれ
ば、パブリシティ権の主体として認めるという緩
やかな判断基準を採用したのである。これは「肖
像等に顧客吸引力を有する者」をパブリシティ
権の主体としたピンクレディ最高裁判決（最判平
24・2・2民集 66 巻 2号 89 頁）とも整合的であろう。
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　従来の学説に典型的に見られるような「権利主
体＝芸能人・スポーツ選手」といった枠組みでは、
パブリシティ権侵害訴訟に適切に対応できるとは
到底思えない。というのも、インターネット社会
においては、YouTuber やインフルエンサーといっ
た従来の芸能人・著名人という枠では測ることが
できない顧客吸引力を持つ一般人が無数に存在し
ているからである。YouTuber は、主に YouTube
上で独自に製作した動画を継続的に公開する人物
を指す名称であるが、人気のある YouTuber は広
告収入で生計を立てている者も多く存在する。ま
た、インフルエンサーは、世間に与える影響が大
きい行動を行う人物を指す名称であるが、企業が
インフルエンサーを利用して商品やサービスの広
告宣伝を行うようになっている（いわゆるインフ
ルエンサー・マーケティング）。
　このように顧客吸引力を有する自然人の範囲
は、芸能人・スポーツ選手から YouTuber・イン
フルエンサーへと格段に広がっている。パブリシ
ティ権の主体は、その氏名・肖像に顧客吸引力を
有する自然人であり、芸能人や著名人に限るべき
ではない。つまり、氏名・肖像に顧客吸引力を有
するのであれば、誰でもパブリシティ権の保護を
受けることができると解釈すべきである。市井の
アマチュア・スポーツ選手や本件のようなフィッ
トネス・プログラムのトレーナーも、パブリシティ
権の主体となりうる。したがって、本判決が採用
したパブリシティ権の主体の判断基準は妥当なも
のであるといえよう。

　三　おわりに
　どの分野にも顧客吸引力を有する有名人とそれ
を支持するファンが存在する。最近では、地下ア
イドルといわれるライブ活動を中心としたアイド
ルも出現しており、ライブ会場ではアイドルの氏
名・肖像が付された商品が飛ぶように売れてい
る。今後も予想しなかったような活動方法を用い
て顧客吸引力を獲得する自然人が登場することだ
ろう。その場合でも、活動分野や活動内容に着目
するのではなく、あくまでも顧客吸引力を有して
いるかで判断する本判決のメルクマールが法的安
定性や予測可能性という観点からも優れているよ
うに思われる。

　なお、本件はマスタートレーナーＰ１ではなく、
Ｐ１からパブリシティ権の独占的利用許諾を受け
たＸが訴訟を提起し、不法行為に基づく損害賠償
が認められた点にも特徴がある。実務上、プロダ
クションは所属タレントを原告にして訴訟手続を
進めることに大きな抵抗がある。したがって、今
後、差止めはともかく、損害賠償のみを請求する
のであれば、プロダクションが相手方に警告した
うえで、訴訟を提起するケースが大幅に増えるこ
とが予想される。その観点からも、本件は大変参
考になる裁判例であるといえよう。
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